
休眠預金等活用審議会委員 略歴 
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たかはし

 進
すすむ

 

株式会社日本総合研究所チェアマン・エメリタス 
 

【略歴】 

昭和 47年   東京都立西高等学校卒業 

昭和 51年    一橋大学経済学部卒業 

昭和 51年   ㈱住友銀行(現三井住友銀行)入行 

平成 8年    ㈱日本総合研究所調査部長兼チーフエコノミスト 

平成 16年      同 理事 

平成 17年   内閣府政策統括官(経済財政分析担当) 

平成 19年   ㈱日本総合研究所へ副理事長として復帰 

平成 23年   同 理事長 

平成 30年      同 チェアマン･エメリタス(名誉理事長)就任（現在に至る） 

 

【政府の審議会等】 

・平成 25年  内閣府経済財政諮問会議民間議員(～平成 31年 1月) 

・平成 25年  法務省出入国管理政策懇談会委員 

・平成 27年  内閣官房一億総活躍国民会議民間議員 

・平成 28年  内閣府宇宙産業振興小委員会委員兼座長 

・平成 28年  内閣府総合科学技術・イノベーション会議専門委員 

・平成 28年  経済産業省長期地球温暖化対策プラットフォーム委員 

・平成 28年  内閣官房働き方改革実現会議民間議員 

・平成 29年  内閣官房人生 100年時代構想会議民間議員 

・平成 30年  法務省外国人材の受入れ･共生のための総合的対応策検討会構成員 

・平成 31年 内閣府パラダイムシフトと日本のシナリオ懇談会メンバー 

・令和元年   内閣府沖縄振興審議会委員兼会長 

・令和３年  内閣官房インフラシステム海外展開戦略 2025の推進に関する懇談会 

委員兼座長(現在に至る) 

・令和４年  出入国在留管理庁技能実習制度及び特定技能制度の在り方に関する 

有識者会議構成員兼議長代理(現在に至る) 

 

【過去の主な定期執筆】日経新聞月曜朝刊「週目点」、Nikkei Net「Biz Plus」 

産経新聞「紙面批評」 

SMBC 日興証券ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ「高橋進の経済コラム」 

日本商工会議所「石垣」「高橋進の経済ナビ」 
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ベイヒルズ株式会社 代表取締役 
 

 

学 歴：昭和 57 年  米国スタンフォード大学工学部 卒業 

平成 3年   米国コロンビア大学経営大学院 (MBA)修了 

 

職  歴：昭和 57 年  アクセンチュア株式会社 入社 

平成 18 年  代表取締役社長 

（平成 21年－平成 22年 グローバル経営会議メンバーを兼務） 

平成 27 年  取締役会長 

平成 29 年  取締役相談役 

平成 30 年  相談役 

令和 3年  退社 

 

【政府の審議会等】 

・内閣府 目指すべき市場経済システムに関する専門調査会委員（平成 25年） 

・経産省 攻めの IT投資評価指標策定委員会委員（平成 26年） 

・経産省 IoT推進コンソーシアム運営委員（平成 27年～） 

・経産省 グローバルコーディネーター （平成 28年～令和 3年） 

・経産省 地域未来スペシャルアドバイザー（旧グローバルコーディネーター） （令和 4年～） 

・内閣府 革新的事業活動評価委員会 委員（平成 30年～） 

 

その他 

・東京大学 エグゼクティブ・マネジメント・プログラム外部講師（平成 20 年～平成 28年）  

・早稲田大学 客員教授（平成 22 年～） 

・東京大学 経営協議会委員・総長選考会議委員（平成 28年～） 

・東京大学 特定研究成果活用支援事業外部評価委員会委員（平成 29年～） 

・東京大学 産学協創推進本部諮問会議委員（平成 30 年～） 

・東京大学 未来社会協創推進本部アドバイザリーボード委員（平成 30年～） 

・東京大学 （旧）産学連携協議会アドバイザー（平成 31年～） 

 （現）東京大学産学協創・社会連携協議会アドバイザー 

・東京大学 uTIE 専門委員会委員（令和 3年～） 

・東京大学 財務経営本部 アドバイザー（令和 4年 4月～） 

・経済同友会幹事（平成 21年～平成 29年、令和 3年～） 

経済同友会副代表幹事（平成 29 年～令和 3年） 

・日本経済団体連合会 審議員 （平成 26 年～令和 3年） 

・新経済連盟幹事（平成 27年～） 

・三井住友 DSアセットマネジメント株式会社 取締役 (平成 28年～令和５年) 

・株式会社マイナビ 取締役（平成 29 年～） 

・コニカミノルタ株式会社 取締役（平成 30 年～）（令和 4年 6月～取締役会議長） 

・サントリーホールディングス株式会社 顧問（平成 30年～） 

・三菱ケミカルグループ株式会社 取締役（令和元年～） 

・オリックス株式会社 取締役（令和 3年～） 

・株式会社三井住友銀行 取締役（令和５年～） 

・カーライル・ジャパン・エルエルシー シニア・アドバイザー（令和 3年～） 
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公認会計士、太陽有限責任監査法人 代表社員 

 

 

 

 

 

平成９年  慶應大学経済学部 卒業 

平成９年  さくら銀行（現三井住友銀行）入行 

平成 14年 ASG監査法人（現太陽有限責任監査法人）入所 

平成 20年 太陽 ASG監査法人(現太陽有限責任監査法人)パートナー就任 

平成 30年 太陽有限責任監査法人シニアパートナー就任 

令和５年  太陽有限責任監査法人 代表社員、経営管理本部部長就任（現任） 

 

 

【政府の審議会等】 

・行政改革推進会議 ＥＢＰＭ・歳出改革等有識者グループ構成員 

・経済産業省 地域経済牽引事業先進性評価委員会 評価委員 
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株式会社常陽銀行 取締役常務執行役員 

 

 

 

 

１９９１年  ３月   明治大学商学部卒 

 

 １９９１年 ４月  株式会社常陽銀行入行 

 

 ２０１２年 ２月  同 経営企画部次長兼グループ事業室長 

 

 ２０１６年 ６月  同 経営企画部副部長 

 

 ２０１６年１０月  株式会社めぶきフィナンシャルグループ 経営企画部 

担当部長 

 

 ２０１８年 ６月  株式会社常陽銀行 経営企画部長 

株式会社めぶきフィナンシャルグループ 経営企画部 

統括部長 

 

 ２０２０年 ６月  株式会社常陽銀行 執行役員営業企画部長 

株式会社足利銀行 取締役（非常勤） 

 

 ２０２２年 ４月  株式会社常陽銀行 常務執行役員 

 

 ２０２２年 ６月  株式会社めぶきフィナンシャルグループ 取締役（現任） 

株式会社常陽銀行 取締役常務執行役員（現任） 

株式会社足利銀行 取締役退任 

 

（現在に至る） 
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杏林大学客員教授 
 
【学歴】 
1970年 東京都立富士高等学校卒業 
1974年 慶應義塾大学法学部政治学科卒業（法学士） 
1976年 慶應義塾大学大学院法学研究科修士課程政治学専攻修了（法学修士） 
1979年 慶應義塾大学大学院社会学研究科博士課程社会学専攻単位取得退学 
 
【職歴】 
1983年 常磐大学人間科学部専任講師 
1987年 ルーテル学院大学文学部助教授 
1992年  ルーテル学院大学文学部教授 
1999年 東京工科大学メディア学部教授 
2002年 東京工科大学メディア学部長 
2003年 三鷹市長 （2019年4月 29日までの 4期 16年） 
2019年 ルーテル学院大学客員教授（2023年 3月 31日まで） 
2020年 杏林大学客員教授（現在に至る） 
2020年 ルーテル学院大学学事顧問（2021年 9月 30日まで） 
 
【政府の審議会等】 
2012年 総務省官民競争入札等監理委員会委員（～2021年 7月） 
2015年 文部科学省中央教育審議会委員（現在に至る） 
2015年 総務省統計委員会委員・統計制度部会長（現在に至る） 
2020年 厚生労働省社会保障審議会介護保険部会専門委員（現在に至る） 
2020年 総務省行政評価局アドバイザー（現在に至る） 
2022年 内閣官房こども家庭庁設立準備室政策参与（～2023年 3月 31日） 
2023年 こども家庭庁参与（現在に至る） 
2023年 文部科学省いじめ防止対策協議会委員（現在に至る） 
 
【その他（現任のみ）】   
1999年 一般社団法人行政情報システム研究所理事 
2011年 一般財団法人日本防火・防災協会理事 
2012年 一般財団法人全国地域情報化推進協議会理事 
2016年 一般社団法人安心ネットづくり促進協議会顧問          
2018年 公益財団法人日本都市センター理事          
2018年 特別区長会調査研究機構顧問  
2020年 地方公共団体情報システム機構（JLIS）代表者会議委員  
2020年 公益財団法人消防育英会評議員 
2020年 公益財団法人後藤・安田記念東京都市研究所評議員  
2020年 全国知事会地方自治先進政策センター頭脳センター専門委員 
2021年 立教大学大学院 21世紀社会デザイン研究科アドバイザリーボードメンバー 
2021年 一般財団法人自治研修協会評議員  
2023年 特定非営利活動法人全国こども食堂支援センター・むすびえ顧問 
 
【主たる著書】「三鷹がひらく自治体の未来～品格ある都市をめざして～」（共著）ぎょうせい 2010年 
【最近の寄稿】 
・「こども家庭庁」設立と「こども基本法」施行により自治体が推進する「こどもまんなか社会」の政策の方向
性（特集：こども主体の教育・環境を考える）『地域開発』2023冬号 一般財団法人地域開発センター 

・こども家庭庁の設立と都市自治体のこども政策の方向性（特集：これからの都市自治体の子ども・子育て施
策）『市政』2023年 1月号 全国市長会 

・「住民・地域コミュニティのための DX」『自治実務セミナー』2022年 9月号（特集１住民・コミュニティ行政
の DX）（第一法規） 

・「地域情報化政策の系譜から地域コミュニティのデジタル化を考える」『地域開発』2022年春号 一般財団法
人地域開発センター 

・「ウィズコロナ時代の地域コミュニティのデジタル化をめぐる現状と今後の方向性（特集：ウィズコロナ時代
の地域コミュニティと自治体）」『ガバナンス』2021年 12月号 
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特定非営利活動法人新公益連盟代表理事 
 

 

平成７年  東京大学法学部卒業 

松下政経塾入塾 

平成１１年 沖縄のフリースクール設立 

平成１５年 公設民営のフリースクール「スマイルファクトリー」設立 

      特定非営利活動法人トイボックス設立/代表理事 

平成２４年 「みなみそうまラーニングセンター」設立 

令和２年  新公益連盟代表理事 

 

昭和 47 年千葉県生まれ、４～８歳を豪・シドニーで過ごす。東京大学法学部卒業

後、松下政経塾に入塾。平成 11 年沖縄のフリースクール設立に参加、校長をつとめ

る。平成 15 年大阪府池田市教育委員会から委託を受け、全国初の公設民営のフリー

スクール「スマイルファクトリー」を設立。東日本大震災後には福島県南相馬市に 「み

なみそうまラーニングセンター」「原町にこにこ保育園」等を立ち上げ、運営。 

 

【政府の審議会等】 

・中央教育審議会臨時委員（令和５年～） 

・休眠預金等活用審議会専門委員（平成 29年～） 

・フリースクール等検討会議委員（平成 27年～） 

・中央教育審議会教育振興基本計画部会委員（平成 24年） 

・「新しい公共」推進会議委員（平成 24年） 
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中央大学法科大学院教授、弁護士 

 

 

昭和 56年   函館ラ・サール高等学校卒業  

昭和 60年   中央大学法学部卒業  

昭和 62年   中央大学大学院法学研究科博士前期課程修了（法学修士）  

平成元年   中央大学大学院法学研究科博士後期課程中退  

平成元年   西南学院大学法学部専任講師  

平成 4年   西南学院大学法学部助教授  

平成 10年   中央大学法学部教授（2004年より中央大学法科大学院教授） 

（現在に至る）  

平成 16年   弁護士登録（第二東京弁護士会所属） 

森・濱田松本法律事務所 客員弁護士 

 

 

【政府の審議会等】 

平成 28 年 国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 契約監視委員会委員（現任） 

平成 28 年 金融庁・金融モニタリング有識者会議委員 

平成 29 年 法務省・法制審議会会社法制（企業統治等関係）部会委員 

平成 29 年 内閣府・休眠預金等活用審議会委員（現任） 

平成 29 年 中央大学学員会協議員 

平成 30 年 参議院法務委員会調査室 客員調査員 

平成 30 年 金融庁・総合政策局参事（意見申出審理会委員）（現任） 

平成 30年 外国人技能実習機構 評議員（現任） 

令和 2年 文部科学省 学校法人のガバナンスに関する有識者会議委員 

令和 2年 日本郵政グループ・JP改革実行委員会委員 

令和 2年 一般社団法人アジア・パシフィック・イニシアティブ 新型コロナ対応・

民事臨時調査会委員 

令和 3年 令和 2年度パリ協定下での JCM実施体制の検討会委員 

令和 3年 ゆうちょ銀行・サービス向上委員会 組織風土・文化改革分科会 B委員 

令和 3年 文部科学省・学校法人ガバナンス改革会議委員 

令和 3年 厚生労働省・社会保障審議会（年金事業管理部会） 臨時委員（現任） 
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認定特定非営利活動法人日本ＮＰＯセンター代表理事 

独立行政法人国立女性教育会館理事長 
 

 

昭和 63年  お茶の水女子大学大学院修士課程修了 

平成元年  トヨタ財団アソシエイト・プログラム・オフィサー 

平成 12年  東海学園女子短期大学助教授 

平成 13年  宮城県環境生活部次長 

平成 15年  武蔵工業大学環境情報学部助教授 

平成 20年  立教大学社会学部社会学科教授 

      立教大学 21 世紀社会デザイン研究科比較組織ネットワーク専攻博士

課程前期課程教授 

平成 27年 立教大学 21 世紀社会デザイン研究科比較組織ネットワーク専攻博士

課程後期課程教授 

平成 30年  日本 NPOセンター代表理事 

令和４年  独立行政法人国立女性教育会館理事長 

 

博士（学術） 

明治学院大学文学部英文学科、同社会学部社会学科卒業。お茶の水女子大学大学院 

修士課程修了。（財）トヨタ財団アソシエイト・プログラムオフィサー、東横学園 

女子短期大学助教授、宮城県環境生活部次長、武蔵工業大学助教授（現東京都市大 

学）、立教大学教授 

を経て、現職。 

 

【政府の審議会等】 

・中央教育審議会委員 

・産業構造審議会委員 

・独立行政法人環境再生保全機構評価検討会委員 

・消費者庁執行アドバイザー 
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同志社大学政策学部教授、一般社団法人ＤＳＩＡ代表理事 
 

 

【略歴】 

奈良県出身 

平成 8年         大阪大学大学院国際公共政策研究科修了 

          総合研究大学院大学スコーププロジェクト研究員 

国際科学振興財団専任研究員 

平成 13年         CAC社会起業家研究ネットワークを設立 

平成 18年～現在   立教大学大学院兼任講師 

平成 21年～現在   一般社団法人 DSIA設立 

平成 30年～現在   同志社大学政策学部教授 

 

【その他役員等（現任）】 

現在、日本ソーシャル・イノベーション学会理事、公益財団法人日本女性学習財団

理事、一般財団法人世田谷トラストまちづくり評議員、ヤフー基金評議員など兼

務。 

 

【著書】 

編著『新・公共経営論』（ミネルヴァ書房 2020年） 

『未来をつくる企業内イノベータ―たち』（近代セールス社 2012 年） 

『ソーシャル・イノベーション：営利と非営利を超えて』（日本経済評論社 2010 年）  

共著『ソーシャル・キャピタルと経済』（ミネルヴァ書房 2018 年） 

『公共経営学入門』（大阪大学出版会 2015 年） 

『社会貢献によるビジネスイノベーション』（丸善出版 2012 年） 

『ボランティア革命』（東洋経済新報社 1996 年） 

 



水口
みずぐち

剛
たけし

高崎経済大学 学長 

昭和５９年 筑波大学第三学群社会工学類卒業 

昭和５９年 ニチメン株式会社

平成元年  英和監査法人 

平成２年  TAC株式会社 

平成９年  高崎経済大学経済学部 講師 

平成１２年 高崎経済大学経済学部 准教授 

平成２０年 高崎経済大学経済学部 教授 

平成２９年 高崎経済大学 副学長 

令和３年  高崎経済大学 学長（現在） 

【政府の審議会等】 

環境省 ESG金融ハイレベルパネル 委員 

環境省 グリーンファイナンスに関する検討会 座長 

金融庁 サステナブルファイナンス有識者会議 座長 




